
森林・林業基本計画の変更について

１．趣旨

森林・林業基本計画(以下「基本計画」という。)は、森林・林業基本法(昭和39年法

律第161号)第11条の規定に基づき、森林の有する多面的機能の発揮及び林業の持続的か

つ健全な発展に向け、森林及び林業に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

に策定するものであり、おおむね５年ごとに見直すこととされている。

このため、平成18年９月に閣議決定された現行の基本計画を変更するものである。

２．内容

基本計画には、施策についての基本的な方針、森林の有する多面的機能の発揮並びに

林産物の供給及び利用に関する目標、森林及び林業に関し政府が総合的かつ計画的に講

ずべき施策等を定めることとされており、その主な内容は、以下のとおり。

森林及び林業に関する施策についての基本的な方針

① 適切な森林施業の確保、施業集約化の推進、路網の整備、人材の育成など森林・林

業再生プランの実現に向けた取組を推進するとともに、地球温暖化対策や生物多様性

保全への対応、山村の振興等を推進。

② 東日本大震災からの復興に向けて、海岸部の保安林の再生、住宅・公共施設の再建

に必要な木材の安定供給、木質バイオマス資源の活用による環境負荷の少ない新しい

まちづくりを推進。

森林の有する多面的機能の発揮並びに林産物の供給及び利用に関する目標

森林所有者等による森林の整備及び保全、林業・木材産業等の事業活動等の指針とす

るため、「森林の有する多面的機能の発揮」と「林産物の供給及び利用」の目標を設定。

①「森林の有する多面的機能の発揮」の目標については、木材等生産機能の発揮が特に

期待される育成単層林を整備するなど森林資源の循環利用を図るとともに、公益的機

能の一層の発揮を図るため自然条件等を踏まえつつ育成複層林への誘導を推進するこ

ととし、５年後(平成27年）、10年後(平成32年)、20年後(平成42年)の目標とする森林

の状態を提示。

②「林産物の供給及び利用」の目標については、10年後(平成32年)における総需要量を

7,800万m3と見通し、国産材の供給量及び利用量の目標として3,900万m3を提示。総需

要量に占める国産材の割合は50％の見込み。

２



森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１ 森林の有する多面的機能の発揮に関する施策

面的なまとまりをもった森林経営の確立、多様な森林への誘導、生物多様性の保全

等を推進。

① 実効性の高い森林計画制度の普及・定着

② 適切な森林施業の確保

③ 路網整備の推進

④ 多様な森林への誘導と森林における生物多様性の保全

⑤ 地球温暖化防止策及び適応策の推進

⑥ 国民の安全・安心の確保のための効果的な治山事業の推進

⑦ 野生鳥獣の生息動向に応じた効果的な森林被害対策の推進

⑧ 森林を支える山村の振興

２ 林業の持続的かつ健全な発展に関する施策

森林経営計画の作成とこれに基づく効率的な施業の実行、意欲ある者への長期的な

施業の委託、フォレスターなど森林・林業に必要な人材の育成等を推進。

① 効率的かつ安定的な林業経営の育成

② 施業集約化等の推進

③ 低コストで効率的な作業システムの整備・普及及び定着

④ フォレスター・現場技能者等人材の育成

３ 林産物の供給及び利用の確保に関する施策

効率的な加工・流通体制の整備、住宅の木造・木質化や公共建築物等の需要拡大に

よる木材利用の拡大を推進。

① 原木の安定供給体制の整備

② 加工・流通体制の整備

③ 木材利用の拡大(公共建築物、住宅、土木用資材、木質バイオマスの利用等)

④ 木材等の輸出促進

⑤ 東日本大震災からの復興に向けた木材等の活用

⑥ 消費者等の理解の醸成

４ 国有林野の管理及び経営に関する施策

公益重視の管理経営を一層推進するとともに、国有林野の組織・技術力・資源を活

用して、林業技術の開発普及、人材育成をはじめとした民有林へのサポートなど我が

国の森林・林業の再生に貢献。

森林及び林業に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

官民一体となった施策の総合的な推進、国民視点に立った施策決定の実現等。




